
自治体人口の未来を考え、政策の未来を創る

少子高齢化、人口減少、都市部への人口集中など、自治体が直面する課題は多様化してい
ます。
地域活性化センターでは、自治体の将来人口推計による政策立案を支援します。
この人口推計は、総合戦略や人口ビジョンの策定・改訂のみならず、公共施設等の適正管理
や学校の統廃合の検討など自治体のさまざまな部署で活用が可能となっています。

・コーホート変化率法を用い、最新の住民基本台帳のデータから推計を実施
・自治体全体の推計に加え、小規模地区（小学校区や行政区）での推計を行い、それぞれの地
域課題に応じた政策立案を支援
・通常の推計に加え、地域の課題や可能性に応じたシミュレーションが可能
（シミュレーションの値は相談の上、決定）
・報告書の作成だけではなく、職員を対象とした説明会も実施

地域活性化センターが行う人口推計の特徴

金額

50万円～
（推計を実施する地区数により変動）

推計イメージ

右図のような人口推移だけではなく、児童生徒数や
労働生産人口の推計なども行います。
また、シミュレーションを設定し、具体的に何人の転
入が実現すれば人口推移が安定するかを職員だけで
なく、住民にも共有することが可能です。

シミュレーション
毎年20代の夫婦〇〇人が転入した場合 など・・・

現状推移

委託した自治体の声

委託するにあたり、相談やオンラインでの説明も可能ですのでお気軽に下記にお問い合わせください。

・自然減への対策の重要性を鑑み、子育てを支援する施策を新たに実施した。
出生数については減少傾向にあるが、令和２年度よりも令和３年度の出生数が
微増しており、少子化の減少幅を緩やかにする効果は期待される。
・外国人技能実習生の数が多いので、外国人人口を除いた人口推計を行うこと
で、町の状況を正しく把握できたのが良かった。
・将来人口に及ぼす自然増減の影響の大きさがわかり、少子高齢化対策の重要
性を認識できた。

【お問い合わせ先】
 一般財団法人地域活性化センター 人口・地域経済研究室 
TEL: 03-5202-6133 E-mail: kenkyu@jcrd.jp

〒103-0027  東京都中央区日本橋2-3-4 日本橋プラザビル13階 
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